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1. はじめに

将来、地震・津波による大きな被害が発生

すると想定されている南海トラフや、東北地

方太平洋沖地震後の余震等が懸念される日本

海溝を主な対象として、定期的な海陸地殻変

動のモニタリングとデータ解析を実施すると

ともに、巨大地震の発生に向けたプレート境

界での固着・すべりの逐次推移予測のための

逐次データ同化プログラムの開発を行ってい

る。本課題では、地殻変動データのインバー

ジョンによってプレート境界の固着・すべり

の時空間変化を推定する解析と、その解析結

果とシミュレーション結果との差を小さくす

るようにシミュレーションのパラメタや初期

値を修正する手法の開発を行うとともに、逐

次推移予測のための準備として地震発生サイ

クルの数値シミュレーションを行った。

以下では、日本海溝での逐次推移予測の準

備として行った、東北地方太平洋沖地震前後

を対象とした地震発生サイクルの数値シミュ

レーション結果について報告する。

2. 東北地方太平洋沖地震と宮城県沖地震

東北地方の日本海溝沿いの地域で 2011 年 3

月 11 日に発生したマグニチュード (M)9.0 の

地震（東北地方太平洋沖地震：本震）では、

過去の M7 前後の地震の震源域も含め、広範

囲に破壊が及んだ。宮城県沖では、30~40 年

の再来間隔で M7.1~7.4 の地震が繰り返し発

生している。本震時のすべり量は、過去に単

独で宮城県沖地震が発生した時よりも大きな

値が推定されている。

過去の宮城県沖地震震源域内のすべり量の

収支だけに着目すると、少なくともこれまで

の再来間隔と同程度の年数が経過するまでは、

同規模の地震は発生しないと考えられる。し

かし、2011 年の本震時には、過去の宮城県沖

地震震源域を含めた広い領域で大きくすべっ

ているため、単純な問題ではない可能性も考

えられる。実際、地震調査研究推進本部では、

この場所での今後 30 年以内の地震発生確率

を「不明」としている。そこで、宮城県沖で

の地震発生準備過程として、今後どのように

応力の蓄積・解放が進むかを調べた。

3. 手法

数値計算では Ohtani et al. [2014]と同様の

手法とプレート形状  [Baba et al., 2006]を用

いた。このプレート境界面を N(=127,367)個の

要素に離散化し、N 個の要素それぞれに摩擦

条件  (a, b, L)を与え、以下の 3 式から導出さ

れる連立微分方程式を、時間刻み幅可変の

Runge-Kutta 法で時間積分する。  
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式 (1)はプレートの相対運動に起因する要素 j

のすべりによる要素 i のすべり方向の応力 τ

の時間変化を表す。Kij はすべり応答関数で、

要素 j の単位すべりによる要素 i での静的せ

ん断応力変化である。V はすべり速度、Vpl

はプレートの相対運動速度 (8.4 cm/yr)である。

η は地震波の放射によるエネルギーの減衰を

近似 す る ダン ピ ン グ係 数 で 、本 研 究 では

0.3G/2β とした。G は剛性率  (30 GPa)、β は S

波速度  (3.27 km/s)である。式 (2)は断層の構成

則 [Nakatani,2001]である。V*は任意のすべり

速度  (Vpl)、τs*は V*で定常すべりをしている

ときの基準摩擦強度、Δτs は基準摩擦強度から

の変化である。A (=aσ)と B (=bσ)はすべり速

度変化とすべりに対する摩擦係数の変化を表

し、L は特徴的すべり量である。強度の時間

発展則には式 (3)のように aging law [Dieterich, 

1979; Ruina, 1983]を用いた。  

4. 結果と議論

M9 クラスの地震が 2 回発生するまで計算

を行った（ES2 では 64ＣＰＵ、新 ES では 64

コアを使用して 35~40 時間）。Fig.1 の摩擦条
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件で計算した場合、M9.1 の地震の繰り返し間

隔は 772 年、最大すべり量は 62 m であった。

宮城県沖には破壊開始から 1 分後には破壊が

伝播し、すべり量は 10~20 m に達した  (Fig. 2)。

本震後 3 年間の余効すべりは宮城県沖で 2 m

以下であった。宮城県沖では M7.1~7.4 の地震

が 26~91 年間隔で繰り返し発生した。これら

の特徴に加え、福島県沖や茨城県沖での本震

前～本震直後の挙動も、観測と概ね一致した

シミュレーション結果が得られた。さらに、

Fig. 1 を基に少し値をばらつかせた多くの摩

擦パラメタセットを用いたときにも同様の特

徴が得られた。

これらの結果では、M9 クラスの地震後に、

宮城県沖での M7 クラスの地震の静穏化は見

られず、M9 クラスの地震が起きる前の繰り

返し間隔と同じかそれより短いタイミングで、

次の宮城県沖地震  (M7.1~7.4)が発生してい

た  (Fig. 3)。Fig. 1 のモデルを用いたとき、

M9.1 の地震の 18 年後に、M7.2 の地震が宮城

県沖で発生した。これらは、M9 クラス地震

の余効すべりによって宮城県沖での応力蓄積

率が早かったためであると考えられる。

今後は、これらのシミュレーション結果と

観測データを用いて、逐次推移予測の試行実

験を行うとともに、摩擦パラメタをデータに

合うように調整する手法の大規模計算対応を

進める。これが実現すれば、事前予測できて

いなかった振る舞いをデータが示しても、そ

れに追従して、推移を予測することが可能と

なると期待される。

Figure 1. 摩擦パラメタの空間分布。 (a)A-B 

(MPa)。 (b)特徴的すべり量 L (m)。  

Figure 2. Fig.1 の摩擦条件で行った数値シミ

ュレーションで得られた M9.1 地震のすべり

（カラー）と余効すべり（コンター）分布。

Figure 3. 累積すべりの時間変化。  
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